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  Ａ．研究目的 

  2017年10月に閣議決定された第3期がん対策
推進基本計画の中で「国は、関係学会と協力し、
治療に伴う生殖機能等への影響など、世代に応
じた問題について、医療従事者が患者に対して
治療前に正確な情報提供を行い、必要に応じて、
適切な生殖医療を専門とする施設に紹介できる
ための体制を構築する」とされた。これに先立
ち、日本癌治療学会では、がん患者等に対する
妊孕性温存に関するガイドラインを2017年に発
刊した。日本産科婦人科学会も同年に発刊した
診療ガイドラインの中で、「受精卵・卵子の凍
結保存などを希望する（がん）患者に対しては，
対応可能な生殖医療施設などを紹介する」を推
奨グレードBとしている。 
 しかしながら、このようなガイドラインや推
奨が実効性を持つためには、妊孕性温存を行う
生殖医療提供体制が整備されていることが前提
となる。そこで、わが国における生殖医療提供
体制を調査し、これを適正配置するために必要
な方策について考察した。 

 
  Ｂ．研究方法 

 厚生労働省、日本産科婦人科学会、日本がん・
生殖医療学会のホームページなどで公開された
情報から、わが国におけるがん・生殖医療提供体
制の実態を調べた。 
 がん・生殖医療提供体制が未整備であること
が疑われる3県（奈良、佐賀、香川）の大学病院
関係者や不妊専門相談センターに対して、が
ん・生殖医療提供体制の実態について聞き取り
調査を行った。 

 
  Ｃ．研究結果 

 日本産科婦人科学会へ登録申請された妊孕性
温存（未受精卵子および卵巣組織の凍結保存）
実施施設の分布状態を調べたところ、2018 年 1

月 8 日現在 未受精卵子・卵巣組織 34 施設、
未受精卵子のみ 54 施設、卵巣組織のみ 1 施
設の計 89 施設が確認された。岩手、山形、福島、
山梨、富山、福井、長野、奈良、香川、愛媛、
高値、佐賀、宮崎の 13 県では登録施設が存在し
なかった（図 1）。 
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図 1 卵子・卵巣・受精卵凍結実施施設の分布  
 
 

研究要旨： わが国におけるがん・生殖医療提供体制は地域による偏りがあり、未整備
地域も少なくない。13 県では妊孕性温存が実施できない可能性があるため、実態を調
査したところ、12 県ではいずれも妊孕性温存ガウンセリングを実施しており、隣県の
妊孕性温存実施施設へ紹介しており、残る 1県もカウンセリング体制の整備に向けて調
整中であることが明らかとなった。また、22 道府県に既存のがん・生殖医療ネットワ
ークがあり、地域ごとに克服すべき課題も様々であるため、看護師・心理士・胚培養士
等に対するがん・生殖医療に関する講習会も行われ、がん・生殖医療ナビゲータとして
機能することが期待されている。このがん・生殖医療ナビゲータの養成と配置は、がん・
生殖医療連携を補完して地域ごとの課題を克服し、がん・生殖医療の全国展開と均てん
化のために有用と思われる。 



また、2017 年現在、わが国には、がん診療連
携拠点病院などが 434 施設、小児がん拠点病院
が 15 施設、日本産科婦人科学会に登録された生
殖補助医療（ART）施設が 605 施設あった。そ
の中で、前述の妊孕性温存を実施している施設
を調べたところ、がん診療連携拠点病院等かつ
妊孕性温存実施施設である医療機関は 55 施設
にとどまった。また、小児がん拠点病院かつ妊
孕性温存実施施設である医療機関は 4 施設に過
ぎなかった（図 2）。また、がん診療連携拠点病
院等かつ小児がん拠点病院かつ妊孕性温存実施
施設である医療機関も 4 施設に過ぎず（図 2 の
赤字部分）、これら 4 施設のうち 2 施設では未受
精卵子凍結しか施行できないことから小児の妊
孕性温存には対応できないことが示唆された。 
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図2 わが国のがん診療施設と生殖医療施設の
関係（2017年現在） 
 
 研究分担者（髙井）は平成 28 年度厚生労働省
子ども・子育て支援推進調査研究事業において、
がん・生殖医療提供体制未整備疑い地域の ART
施設・116 施設へのアンケート調査を実施して
いる（http://www.marianna-u.ac.jp/file/houjin/ 
news/h28kosodatekekka.pdf）。前述した 13 県
のうち奈良、佐賀、香川の 3 県を除く 10 県の大
学病院では妊孕性温存実施施設への紹介などの
がん・生殖医療提供体制が整備されていること
が確認出来ている。一方、前者 3 県の大学病院
（いずれも県がん診療連携拠点病院）では ART
を施行していないため、アンケート調査を実施
したところ、奈良、佐賀の 2 県ではいずれも妊
孕性温存ガウンセリングは実施しており、隣県
の妊孕性温存実施施設へ紹介していることが明
らかとなった。また、香川県では、従来香川県
内のがん診療施設から岡山県内の医療機関へ対
象症例を紹介することが多かったが、香川県内
でも妊孕性温存カウンセリングを実施し、必要

時には他県の医療機関に紹介できるがん・生殖
医療体制を構築すべく調整中である。3 県のいず
れにおいても、妊孕性温存を希望する若年がん
患者は、がん診療の段階から自発的に隣県での
治療を選択することがあるとの回答が得られた。 
  

 
  Ｄ．考察 

 がん患者の妊孕性温存などのがん・生殖医療を
行うためには、がん診療と生殖医療が必要だが、
両方を施行している医療機関は一部に過ぎない
こと、生殖医療施設の大部分は不妊症治療のみを
行っており、妊孕性温存も施行している施設は一
部に過ぎないことが明らかとなった。13県では妊
孕性温存を施行できない可能性があるが、香川県
を除く12県ではカウンセリングを施行すること
が可能であり、必要であれば他県の医療機関を紹
介できることが明らかとなった。また、妊孕性温
存を希望する若年がん患者は、がん診療の段階か
ら自発的に妊孕性温存が可能な近隣県での治療
を選択する可能性も指摘され、若年がん患者の治
療の実態について実態を調査する必要性が示さ
れた。 
 一方、わが国には 22 の道府県でがん・生殖医
療連携体制が構築されているが（http:// 
www.j-sfp.org/aya/tiikirenkei/tiikirenkei.h
tml）、地域医療連携内の施設の偏在、施設・診療
科によるがん・生殖医療への取り組みの差異があ
るため、医療連携構築は始まりに過ぎないという
ことが重要である。従って、医療連携が構築され
ていない他地域においても、上述のような相談体
制の整備を足掛かりとしてがん・生殖医療連携体
制の構築と充実に向けて施策を展開していくこ
とが求められるであろう。 
 日本生殖心理学会では、日本がん・生殖医療学
会と連携して、臨床心理士に対する講習会を行い、
がん・生殖医療専門心理士を養成・認定している。
また、胚培養士や不妊症看護認定看護師に対して
も講習会を行い、がん・生殖医療専門コーディネ
ータを養成している。これら出自の異なる 2種類
の「がん・生殖医療ナビゲータ」が相互補完し、
心理社会的支援を行うことが期待される。がん・
生殖医療においては医療機関同士、医療者同士の
医療連携が必須であるが、「がん・生殖医療ナビ
ゲータ」の役割を担う人材を配置すれば、ネット
ワーク内の相談が集まりやすく、地域の実情に応
じたがん・生殖医療連携体制の整備・充実に資す
るところは大きいと思われる。 
 更に、日本がん・生殖医療学会事務局にこれら
のがん・生殖医療ナビゲータを配置することが考
えられる。この相談窓口「JSFP HOTLINE（仮称）」
では、国立がんセンター内「がん医療と妊娠の相
談窓口」と同様に、未整備地域の患者・家族・医
療者ばかりでなく、既存のがん・生殖医療連携に
アクセス困難な患者など全国からの相談に対応
することが期待される。 



 
Ｅ．結論 
 わが国におけるがん・生殖医療提供体制は地
域による偏りがあり、未整備地域も少なくない。
また、がん・生殖医療ネットワークごとに特徴
があり、克服すべき課題も様々である。 
 がん・生殖医療ナビゲータの機能として、コ
ーディネーター機能と心理カウンセラー機能が
あるが、看護師・心理士・胚培養士の他に、が
ん相談支援センターやがん専門相談員などにも、
がん・生殖医療ナビゲータ機能が期待されてい
る。 
 このがん・生殖医療ナビゲータの養成と配置
は、がん・生殖医療連携を補完して地域ごとの
課題を克服し、がん・生殖医療の全国展開と均
てん化のために有用と思われる。 
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